
(２) 事業別決算概況

ア 上水道事業（上水道事業及び上水道事業会計内の法適用簡易水道事業）

○ 上水道事業の事業数は、21事業で、前年度と同数である。

○ 上水道普及率は、97.0％と前年度から0.1ポイント上昇した。また、有収率は84.1％と前年

度から0.2ポイント低下した。

○ 経常収益は37,616百万円で、前年度に比べ363百万円、1.0％増加している。その内訳をみ

ると、営業収益については、34,338百万円と前年度に比べ355百万円、1.0％増加、営業外収

益は、3,278百万円と前年度に比べ8百万円、0.2％増加している。

○ 経常費用は33,408百万円で、前年度に比べ205百万円、0.6％増加している。その内訳をみ

ると、営業費用は、減価償却費（対前年度比＋198百万円、＋1.5％）、委託料（前年度比

＋636百万円、＋15.2％）の増加により、31,128百万円と前年度に比べ346百万円、1.1％増加

している。

また、営業外費用は企業債利息の減少（対前年度比△157百万円、△6.7％）等により、

2,280百万円と前年度に比べ141百万円、5.8％減少している。

○ この結果、経常損益は4,209百万円の黒字となり、その黒字額は前年度に比べ158百万円、

3.9％増加している。また、経常収支比率は112.6％で前年度に比べ0.4ポイント上昇している。

○ 経常損益が黒字であった事業数は19事業で、前年度から1事業減少しているが、黒字額の合

計は4,218百万円で、前年度に比べ157百万円増加している。これに対して、経常損益が赤字

であった事業数は2事業と、前年度から1事業増加しているが、赤字額の合計は10百万円で、

前年度に比べ1百万円減少している。

○ 累積欠損金を有していた事業はなかった。

○ 不良債務を有していた事業はなかった。

○ 資本的支出は22,211百万円で、前年度に比べ1,975百万円、9.8％増加している。主な内訳

をみると、建設改良費が14,287百万円と前年度に比べ2,077百万円、17.0％増加している。

○ 資本的収入は7,593百万円で、前年度に比べ427百万円、6.0％増加している。主な内訳は、

企業債が4,594百万円と前年度に比べ61百万円、1.3％減少しているが、他会計繰入金は770百

万円と前年度に比べ229百万円、42.4％の増加となっている。

○ 本県は利根川水系の水源県であり、地下水に対する依存度が高いため、上水道事業は比較

的良質で安価な水源を確保している。このため、供給単価は140.35円/㎥（前年度140.17円/

㎥）、給水原価は131.54円/㎥（前年度132.21円/㎥）と全国的に見ても安価な水道水の供給

が行われていることが特色といえる（平成28年度決算における末端給水事業の全国平均供給

単価は172.42円/㎥、同給水原価は163.39円/㎥）。

○ 上水道事業は、多くの団体において拡張期に整備された水道施設の大量更新期を迎えてお

り、施設の改良・更新に伴う経費の増加が今後も見込まれる。また、防災や安全対策の観点

から、上水道の耐震化、老朽管（石綿セメント管）全量更新の早期実現も求められる一方で、

少子化の進展、住民・企業の節水意識の高まり等により、水需要の伸びは期待できない状況

にあり、経営を取り巻く環境は非常に厳しいものとなっていることから、地域の実情に応じ、

広域化・共同化を推進していくことが求められている。

このような中、県内東部地域では、引き続き水道水の安定的な供給が図れるよう、平成28



年度から３市５町が群馬東部水道企業団を設立し事業を開始している。

さらに、住民のニーズに的確に応え、良質なサービスを安定的に供給していくためには、

中長期的な経営の基本計画である「経営戦略」を策定し、徹底した経営の効率化、的確な需

要予測に基づく適切な建設投資、情報化の推進、民間的経営手法の導入等を進めていくとと

もに、適切な料金の見直しを検討していくことが必要である。

イ 簡易水道事業（上水道事業会計外の法適用簡易水道事業）

○ 簡易水道事業の事業数は2事業で、前年度と同数である。

○ 簡易水道の普及率は25.0％で、前年度に比べ0.4ポイント低下、有収率は80.7％と前年度に

比べ5.2ポイント低下している。

○ 経常収益は186百万円で、前年度に比べ1百万円、0.6％増加している。主な内訳をみると、

営業収益のうち、料金収入が154百万円と前年度に比べ0.5百万円、0.3％の増加、受託工事収

益は1百万円と前年度に比べ0.5百万円、75.6％増加している。一方、営業外収益については、

26百万円と前年度と比べ1百万円、4.0%の減少となっている。

○ 経常費用は173百万円で、前年度に比べ10.4百万円、5.7％減少している。主な内訳をみる

と、営業費用のうち、修繕費が15百万円と前年度に比べ5.5百万円、26.5％減少している。

また、営業外費用のうち、企業債利息が15百万円と前年度に比べ2.4百万円、13.9％減少し

ている。

○ この結果、経常損益は12.6百万円の黒字となり、前年度に比べ11.4百万円、946.8％増加し

ている。また、経常収支比率については107.3％と前年度に比べ6.6ポイント上昇している。

○ 資本的支出は134百万円で、前年度に比べ20.4百万円、18.0％増加している。主な内訳をみ

ると、建設改良費が75百万円と前年度に比べて15.8百万円、26.8％増加、企業債償還金は59

百万円と前年度に比べ4.6百万円、8.4％の増加となっている。

○ 資本的収入は47百万円で、前年度に比べ0.7百万円、1.4％増加している。主な内訳をみる

と、企業債は9百万円で前年度に比べ2百万円、18.2％減少しているが、他会計繰入金が35百

万円と前年度に比べ3.2百万円、10.1％増加している。

○ 今後は、上水道事業と同様に、老朽管（石綿セメント管）更新や施設老朽化対応等の建設

改良費の増大によって資本費が上昇することが予想されるため、中長期的な建設投資計画等

の展望を勘案した経営の基本方針である「経営戦略」を策定し、収支見込みを十分検討の上、

適切な料金改定の実施、経費の削減等、引き続き健全な経営に努めていくことが必要である。

ウ ガス事業

○ ガス事業の事業数は2事業で、前年度と同数である。

○ この事業は、新潟県から東京都まで布設されている天然ガスのパイプラインを通して元売

業者から購入した天然ガスを導管によって需用者に供給する一般ガス事業である。

○ 平成28年度末に2事業のうち1事業が民間譲渡された。譲渡に伴い、想定企業会計による固

定資産等の売却が平成29年度に行われたことにより、前年度と比べ大きな変動が生じている。

※ 上記によりガス事業では増減率の表記を省略する。

○ 経常収益は217百万円で、前年度に比べ578百万円減少している。その内訳をみると、営業

収益は208百万円と前年度に比べ557百万円減少、うち料金収入は164百万円と前年度に比べ

557百万円減少している。営業外収益は、9百万円と前年度と比べ20百万円減少となっている。



○ 経常費用は3,162百万円で、前年度に比べ2,396百万円増加している。その内訳をみると、

営業費用は451百万円と前年度に比べ314百万円減少しているが、営業外費用は、2,711百万円

と前年度に比べ2,710百万円増加している。

○ この結果、経常損益は2,945百万円の赤字となり、前年度の28百万円の黒字から2,973百万

円減少している。また、経常収支比率は6.8％と前年度に比べ96.9ポイント低下している。

○ 資本的支出は35百万円で、前年度に比べ148百万円減少している。主な内訳をみると、建設

改良費が23百万円と前年度に比べ147百万円減少している。

○ 資本的収入は2,261百万円で、前年度に比べ2,244百万円増加している。

○ ガス事業は、事業開始後約50年以上が経過し、設備の更新事業費、維持補修費等の増加が

懸念され、維持管理費の節減、経営の合理化、内部留保の充実等による経営基盤の強化が求

められてきた。

このような状況の中、平成28年度に1事業が民間譲渡され、平成30年度末には県内最後の事

業についても民間譲渡されるので、公営企業としてのガス事業は終了予定となっている。

エ 病院事業

○ 病院事業の事業数は11事業で、前年度と同数であり、11団体が11事業12病院を運営してい

る（富岡地域医療事務組合（H30.4.1に富岡地域医療企業団に名称変更）は、1事業2病院を運

営）。

○ 経営主体別にみると、市立が4病院、一部事務組合立が8病院である。また、病院種類別で

は、一般病院が11病院、精神科病院が1病院となっている。これらのうち、「不採算地区病院

（病床数が150床未満で、人口集中地区以外の区域に所在）」が3病院ある。

○ 許可病床数は、2,991床（一般病床 2,505床、療養病床 241床、精神病床 223床、感染症病

床 22床）で、前年度に比べ19床増加している。

○ 年延患者数は、入院患者は857千人で、前年度に比べ9千人、1.0％減少している。外来患者

は1,082千人で、前年度に比べ17千人、1.6％減少している。また、一日平均入院患者数は

213人（対前年度比＋16人、＋8.1％）、一日平均外来患者数は382人（対前年度比＋24人、

＋6.7％）となっている。

なお、病床の利用状況を示す許可病床利用率は79.0％で、前年度に比べ0.7ポイント減少し

ている。

○ 経営状況を見ると、経常収益は60,095百万円で、前年度に比べ649百万円、1.1％増加して

いる。その内訳をみると、医業収益については、55,460百万円と前年度に比べ305百万円、

0.6％増加、医業外収益は、4,635百万円と前年度に比べ345百万円、8.0％増加している。ま

た、一般会計繰入金は3,384百万円と前年度に比べ85百万円、2.6％増加している。

○ 経常費用は、62,242百万円と、前年度に比べ1,678百万円、2.8％増加となっている。その

内訳は、医業費用が、58,918百万円と前年度に比べ1,226百万円、2.1％増加、医業外費用が、

3,324百万円と前年度に比べ451百万円、15.7％増加となっている。

○ この結果、経常損益は、2,147百万円の赤字で、前年度から赤字幅は1,028百万円拡大して

いる。

○ 経常収支比率は96.6％と前年度に比べ1.6ポイント減少している。なお、経常損益が赤字と

なったのは7事業7病院であり、前年度と同様となっている。

○ 累積欠損金を有する病院は6事業6病院で、20,865百万円となっており、前年度に比べ1,569



百万円、8.1％増加している。

○ 不良債務を有していた病院はなかった。

○ 資本的支出は17,144百万円で、前年度に比べ6,414百万円、59.8％増加している。主な内訳

をみると、病棟改築事業の増等により建設改良費が12,582百万円と前年度に比べて6,329百万

円、101.2％増加、企業債償還金が4,485百万円と前年度に比べ18百万円、0.4％の増加となっ

ている。

○ 資本的収入は13,600百万円で、前年度に比べ6,072百万円、80.7％増加している。主な内訳

をみると、企業債が10,757百万円と前年度に比べ6,020百万円、127.1％の増加となっている

が、これは病棟改築事業により建設改良費が増額していることが主な要因である。また、一

般会計繰入金は、2,747万円と前年度に比べ79百万円、3.0％増加している。

○ 医療保険財政の悪化を背景に、医療保険制度、医療提供体制等の改革が進められているが、

現在の病院経営を取り巻く環境は依然として非常に厳しいものとなっている。加えて、地域

における医師不足も深刻な状況である。また、医療事故防止対策等の医療の透明性の確保及

び安全管理に対する重要性が増している。病院事業においては、これらの課題に適切に対応

しつつ、病院経営の安定化及び効率化を図っていくことが求められている。

○ 具体的には、地域の民間病院との役割分担、患者サ－ビスの向上など、患者の安定的確保

による収益の恒常的な確保・増加を図ることが必要である。また、将来負担を考慮した計画

的な設備や機器等の更新、業務の一部民間委託、機械化の促進、薬品等材料の購入・管理の

効率化、看護関係職員の配置の適正化等により、費用をより一層縮減することが必要である。

加えて、事務局部門においても、診療収入に関する理解の向上に努め、診療行為の請求漏

れや査定減の防止を図るとともに、未収金の発生防止や早期回収に努める必要がある。

また、新公立病院改革プランに基づく取組を通じて地域において必要な医療提供体制の確

保を図るため、自らに期待されている役割を再検討した上で、「経営効率化」、「再編ネッ

トワーク化」、「経営形態の見直し」、「地域医療構想を踏まえた役割の明確化」の４つの

視点に立った改革により安定的かつ自律的な経営の下で良質な医療を継続して提供できる体

制を構築することが必要である。

オ 下水道事業（公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業、特定地域

生活排水処理事業）

○ 下水道事業の事業数は、公共下水道事業が3事業、特定環境保全公共下水道事業が3事業、

農業集落排水事業が1事業、特定地域生活排水処理事業が1事業の合計8事業(前年度と同事業

数)であり、全て供用開始済みの事業である。

○ 公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業及び特定地域生活排水

処理事業の普及率は、67.4％と前年度に比べ0.5ポイント上昇している。

なお、法適用企業、法非適用企業を合わせた下水道事業の汚水処理人口普及率をみると、

平成29年度末において全国平均(東日本大震災の影響により福島県の調査不能な８町村は対象外)が

90.9％であったのに対して本県は80.5％であり、本県の下水道整備は全国よりも遅れている

状況である（出所：農林水産省・国土交通省・環境省「平成29年度末の汚水処理人口普及状況につ

いて」。なお「汚水処理人口普及率」とは、汚水処理施設の処理人口を行政区域内人口で除したもの

である。）。

また、法適用4事業の水洗化率は92.0％で、前年度に比べ0.1ポイント低下している。



○ 公共下水道事業の有収率は92.5％で、前年度に比べ3.5ポイント上昇している。特定環境保

全公共下水道事業の有収率は83.9％で、前年度に比べ1.6ポイント上昇している。農業集落排

水事業の有収率は89.2％で、前年度に比べ1.1ポイント低下している。特定地域生活排水処理

事業の有収率は100％で、前年度と同率となっている。

○ 法適用4事業を合わせた経営状況は、経常収益が19,281百万円で、前年度に比べ252百万円、

1.3％増加している。その内訳は、営業収益が10,350百万円と前年度に比べ254百万円、2.5％

増加しているが、営業外収益については、8,931百万円と前年度に比べ２百万円、0.02％減少

している。損益勘定全体の一般会計繰入金は7,144百万円と前年度に比べ65百万円、0.9％減

少している。

○ 経常費用は16,844百万円で前年度に比べ71百万円、0.4％増加している。その内訳は、減価

償却費の増加（対前年度比＋154百万円、＋1.8％）等により、営業費用が14,421百万円と前

年度に比べ243百万円、1.7％増加しているが、企業債利息の減少（対前年度比△169百万円、

△6.9％）により、営業外費用は2,424百万円と前年度に比べ172百万円、6.6％減少している。

○ この結果、経常損益は、2,437百万円の黒字となり、その黒字額は前年度と比べ181百万円、

8.0％増加している。また、経常収支比率は、114.5％と前年度に比べ1.1ポイント上昇している。

○ 累積欠損金を有する事業数は、１事業で、前年度１事業減少している。

○ 汚水処理費を年間有収水量で除して算出する処理原価、使用料収入を年間有収水量で除し

て算出する使用料単価、使用料単価を処理原価で除して算出する経費回収率は、それぞれ公

共下水道事業は154.21円/㎥、116.08円/㎥、75.3％（前年度156.68円/㎥、115.80円/㎥、

73.9％）で、特定環境保全公共下水道事業は、190.99円/㎥、123.87円/㎥、64.9％（前年度

197.79円/㎥、121.72円/㎥、61.5％）で、農業集落排水事業は443.98円/㎥、101.00円/㎥、

22.7％（前年度465.67円/㎥、101.00円/㎥、21.7％）で、特定地域生活排水処理事業は、

263.54円/㎥、101.00円/㎥、38.3％（前年度264.97円/㎥、101.01円/㎥、38.1％）であった。

○ 法適用4事業を合わせた資本的収支の状況は、資本的支出が16,897百万円で、前年度に比べ

て69百万円、0.4％増加している。主な内訳は、建設改良費が8,773百万円と前年度に比べ

143百万円、1.7％増加しているが、企業債償還金は8,115百万円と前年度に比べ70百万円、

0.9％の減少となっている。

○ 資本的収入は9,827百万円で、前年度に比べ636百万円、6.1％減少している。主な内訳は、

企業債が5,111百万円と前年度に比べ182百万円、3.7％増加しているが、他会計繰入金は

1,899百万円と前年度に比べ326百万円、14.7％減少している。

○ 本県における法適用の下水道事業は、比較的都市部において実施されているため、法非適

用事業に比べると効率的に施設整備ができるものの、本県の汚水処理人口普及率は全国的に

みても相当低く建設途上にあるので、現段階では面整備を積極的に推進すると同時に、地域

住民に対して水洗化を啓発し、下水道管へのつなぎ込みを促進することによって、使用料収

入の安定的な確保に努めるべきである。また、下水道整備は初期投資が巨額に上る一方、普

及率は緩やかにしか上昇しないという特徴から、繰出基準に基づかない一般会計からの収支

補塡的な繰入れがされている実態がある。中長期的な展望がないままの安易な繰入れは、住

民負担の不公平を生じさせるとともに、将来において一般会計の財政運営を圧迫し、ひいて

は住民サービスの低下にもつながるので改善が必要である。

○ 下水道は、住民生活に不可欠な基盤施設であり、下水道整備に対する地域住民の要望は今

後ますます高まることが予想される。要望に的確に応え適切な手法、規模でなおかつ効率的



な建設投資を推進していくためには、中長期的な経営の基本計画である「経営戦略」を策定

し、徹底した経営の効率化、的確な需要予測に基づく適切な建設投資、広域化・共同化、民

間的経営手法の導入等を進めていくとともに、適切な料金の見直しを検討していくことが必

要である。

カ 観光施設事業（休養宿泊施設）

○ 観光施設事業（休養宿泊施設）の事業数は1事業で前年度と同数となっており、片品村がキ

ャンプ場を運営している。

○ 経営状況をみると、施設利用状況では宿泊者数が3.3千人と前年度に比べ2.6千人、44.4％

減少、施設利用率は、8.7％と前年度に比べ8.4ポイント低下している。

○ 経常収益は7百万円で前年度に比べ0.4百万円、6.1％増加している。その内訳をみると、営

業収益が0円となっているが、営業外収益は7百万円で前年度に比べ0.4百万円、6.1％増加し

ている。

○ 経常費用は6百万円で、前年度に比べ0.5百万円、9.7％増加している。その内訳をみると、

営業費用は6百万円で前年度に比べ0.7百万円、13.5％増加しているが、営業外費用は0円で前

年度に比べ0.2百万円、皆減している。

○ この結果、経常損益は0.7百万円の黒字となっているが、その黒字額は前年度に比べ0.1百

万円、18.0％減少している。

また、経常収支比率は111.0％で前年度に比べ3.8ポイント低下している。

○ 累積欠損金を有する事業は1事業で、その額は183百万円と前年度に比べ1百万円、0.4％減

少した。

○ 資本的支出は7百万円で前年度と同額となっている。

○ 資本的収入は0円で前年度と同額となっている。

キ 観光施設事業（その他観光施設）

○ 観光施設事業（その他観光施設）の事業数は2事業で、前年度に比べ1事業減少している。

○ 観光施設事業（その他観光施設）は、スキー場が2施設並びに温泉温水供給事業及びゴルフ

場等が4施設の合計6施設であり、これを1町1村が運営している。

○ 経営状況をみると、経常収益は821百万円で、前年度に比べ80百万円、8.8％減少している。

内訳としては、営業収益が650百万円で前年度に比べ63百万円、8.8％減少、営業外収益は

171百万円と前年度に比べ17百万円、9.1％減少している。

○ 経常費用は721百万円と前年度に比べ58百万円、7.5％減少している。その内訳をみると、

営業費用は711百万円で前年度に比べ54百万円、7.1％減少している。また、営業外費用は10

百万円と前年度に比べ4百万円、27.4％減少している。

○ この結果、経常損益は、100百万円の黒字となっているが、その黒字額は前年度に比べ21百

万円、17.6％減少している。また、経常収支比率は113.8％で前年度に比べ1.7ポイント低下

している。

○ 累積欠損金は、2事業とも計上しているが、その合計額は2,283百万円で、前年度に比べ

1,386百万円、37.8％減少している。

○ 不良債務を計上した事業は前年度と同様になかった。

○ 資本的支出は390百万円で、前年度に比べ72百万円、22.5％増加している。主な内訳をみる



と、建設改良費が290百万円で前年度に比べ61百万円、26.4％増加している。

○ 資本的収入は55百万円で、前年度に比べ8百万円、17.5％増加している。

○ 観光施設事業（休養宿泊施設、その他観光施設）は、多くの事業・施設で指定管理者制度

の導入等により、住民サービスの向上と経費の節減等を図っているが、利用者の減少等によ

り、多額の累積欠損金を抱え、一般会計からの繰入金に頼っている事業・施設も多く、事業

実施団体の財政負担リスクとなっている。

観光事業は、必ずしも住民生活に必要不可欠なサービスを提供するものではないことから、

事業の廃止や民営化等も含め、経営形態のあり方について抜本的な見直しを行うべきである。

また、事業を継続していく場合にも、経営戦略を策定した上で収支見込を十分に検討し、事

業実施団体の財政負担リスクを厳格かつ慎重に判断することが求められる。

ク 介護サービス事業

○ 介護サービス事業の事業数は、前年度と同じく7事業となっており、介護老人保健施設が

2施設、訪問看護ステーションが5施設の合計7施設を3市と2一部事務組合が運営している。

○ 経営状況をみると、経常収益は1,048百万円で前年度に比べ22百万円、2.1％の増加となっ

ている。主な内訳は介護サービス収益の1,039百万円で、前年度に比べ21百万円、2.1％増加

となっている。また、介護サービス外収益は、8百万円と前年度に比べ1百万円、9.1％増加し

ている。

○ 経常費用は1,000百万円で、前年度に比べ25百万円、2.6％増加となっている。その内訳は

介護サービス費用が985百万円（対前年度比＋27百万円、＋2.8％）、介護サービス外費用が

14百万円（対前年度比△1百万円、△9.0％）となっている。

○ この結果、経常損益は48百万円の黒字となっているが、その黒字額は前年度に比べ3百万円、

6.8％減少している。また、経常収支比率は104.8％で前年度に比べ0.5ポイント低下している。

○ 累積欠損金を有する事業は4事業で、前年度と同数であるが、その合計額は306百万円と、

前年度に比べ4百万円、1.5％増加している。

○ 資本的支出は、52百万円と前年度に比べ7百万円、12.2％の減少となっている。資本的収入

は0円と前年度と同様になっている。

○ 各事業者においては、関連機関との連携等により利用者を確保し、施設利用率の向上に努

めるとともに、需用の見極めや事業量に応じた職員の適正配置、経営の合理化等、効率的な

事業運営に努める必要がある。

ケ その他事業

○ その他事業の事業数は、3事業で、前年度と同数である。

○ 経常収益は332百万円で、前年度に比べ9百万円、2.8％の増加となっている。その内訳をみ

ると、営業収益については、181百万円と前年度に比べ13百万円、6.7％減少しているが、営

業外収益は、151百万円と前年度に比べ22百万円、17.0％増加している。

○ 経常費用は350百万円で、前年度に比べ11百万円増加している。その内訳をみると、営業費

用が333百万円と前年度に比べ10百万円、3.2％増加、営業外費用は17百万円と前年度に比べ

1百万円、6.1％増加となっている。

○ この結果、経常損益は19百万円の赤字で前年度から赤字幅は2百万円拡大している。また、

経常収支比率は94.7％と前年度と比べ0.5ポイント低下している。



○ 資本的支出は、11百万円と前年度に比べて5百万円、104.4％増加となっており、資本的収

入については、0円であった。

○ コミュニティ・プラント事業については、処理施設を建設してから経過年数が40年を越え

るものがあり、今後は公共下水道施設への接続も視野に入れながら、収益の範囲内での更な

る効率的な経営を行う必要がある。

自動車教習所事業については、本県は自動車普及率が高いが、少子化の影響もあり今後も

教習生の減少傾向が予想されるので、経営の合理化と利用者へのサービス向上努力を引き続

き行っていくことが必要である。

療養通所介護事業については、関連機関との連携等により安定した経営となるよう、利用

者・利用回数増を目指し、需用の見極めや事業量に応じた職員の適正配置、経営の合理化等、

効率的な事業運営に努める必要がある。


